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● 令和８年４月から 

労働契約で定められた賃金から見込まれる年間収入で判定 

 

〇 2026年 4月 1日以降は、労働契約で定められた賃金をもとに年間収入を見込むという

取扱いが明確化されます。 

具体的には、労働基準法第15条に基づいて交付される『労働条件通知書』等に記載され

た賃金（基本給・諸手当・賞与を含む）から見込まれる年間収入が130万円未満（一定の

場合は180万円未満又は150万円未満）であり、かつ、他の収入が見込まれないなどの

要件に該当する場合には、被扶養者に該当するものとして取り扱うこととされました。 

労働契約段階では見込み難い時間外労働に対する賃金等（臨時収入）は、被扶養者の認定

における年間収入に含まれないことになります。 

新しい扶養認定ルールによって、これまでにも増して『労働条件通知書』の整備が重要と

いえそうです。 

 
詳しくは、こちらをご覧ください。 

👉👉 労働契約内容による年間収入での被扶養者の認定の取り扱いについて 

（令和8年5月1日更新） 

https://www.nenkin.go.jp/oshirase/taisetu/jigyosho/2026/202605/0501.html 

 

被扶養者の認定における年間収入の取扱
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